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貸 借 対 照 表 

（2019 年 12 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

資 産 の 部   負 債 の 部   

  流  動  資  産 40,524   流 動 負 債 38,226 

現 金 及 び 預 金  12,556 預 り 金 8,754 

預 け 金 3,140 預 り 仮 想 通 貨  17,405 

仮 想 通 貨 3,778 受 取 差 金 勘 定  47 

預 り 仮 想 通 貨  17,405 短 期 借 入 金 10,043 

短期差入保証金 1,855 未 払 費 用 195 

支 払 差 金 勘 定  833 未 払 金 1,092 

未 収 入 金 858 未 払 法 人 税 等 64 

貸 倒 引 当 金 △0 賞 与 引 当 金 50 

そ の 他 96 役員賞与引当金 27 

固  定  資  産 450 そ の 他 545 

有 形 固 定 資 産 3 負 債 合 計 38,226 

 器 具 備 品 3 純 資 産 の 部  

無 形 固 定 資 産 328   株 主 資 本 2,748 

ソ フ ト ウ エ ア  320     資 本 金 100 

ソフトウエア仮勘定 7     資 本 剰 余 金  1,658 

投資その他の資産 119       資 本 準 備 金 1,658 

関 係 会 社 株 式  42     利 益 剰 余 金 990 

繰 延 税 金 資 産  73       その他利益剰余金 990 

貸 倒 引 当 金 △2 繰越利益剰余金 990 

そ の 他 4 純 資 産 合 計 2,748 

資 産 合 計 40,974 負 債 純 資 産 合 計 40,974 
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損 益 計 算 書 

 

（自2019年１月１日 至2019年12月31日） 

（単位：百万円） 

科             目 金              額 

営業収益   3,954 

 トレーディング損益 3,070  

 受取手数料 882  

  その他 1  

営業費用   

販売費及び一般管理費  2,982 

    営業利益   971 

営業外収益   0 

営業外費用   250 

 為替差損 129  

 支払利息 91  

 その他 29  

    経常利益   721 

特別損失  2 

 固定資産除却損 2  

    税引前当期純利益   719 

法人税等   266 

法人税、住民税及び事業税 261  

法人税等調整額 4  

    当期純利益   452 
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株主資本等変動計算書 

（自2019年１月１日 至2019年12月31日） 

                                （単位：百万円） 

                                 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 

その他 

利益剰余金 

繰越 

利益剰余金 

2019年１月１日残高 100 1,658 557 2,315 2,315 

当期変動額           

 剰余金の配当   △20 △20 △20 

  当期純利益     452 452 452 

当期変動額合計 － － 432 432 432 

2019年12月31日残高 100 1,658 990 2,748 2,748 
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個 別 注 記 表 

 

 当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は「会社計算規則」（平成 18 年２月７日

法務省令第 13 号）の規定に準拠して作成しております。 

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法  

①有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

器具備品   ５年～10 年 

 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数は、次のとおりであります。 

ソフトウエア ５年 

 

（２）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度の業績を勘案して算出した支給見込額

を計上しております。 

 

③役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度の業績を勘案して算出した支給見込額を

計上しております。 

 

（３）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

②デリバティブの会計処理 

時価法を採用しております。 

 

③外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

④仮想通貨取引に係る会計処理 

仮想通貨取引に係る損益（評価損益を含む）は、損益計算書上のトレーディング損益として

計上しております。また、保有する仮想通貨は、すべて活発な市場が存在することから市場価

格に基づく価額をもって貸借対照表に計上するとともに、帳簿価額との差額はトレーディング

損益として計上しております。 

また、預託者から預かっている仮想通貨は、貸借対照表上、預り仮想通貨として資産及び負

債に計上し、保有する仮想通貨と同様の方法により評価を行っており、評価損益は計上してお

りません。 
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⑤店頭仮想通貨証拠金取引の会計処理 

店頭仮想通貨証拠金取引については、取引に係る決済損益及び評価損益を損益計算書上のト

レーディング損益として計上しております。 

なお、評価損益は、店頭仮想通貨証拠金取引の未決済ポジションの建値と時価の差額を取引

明細ごとに算定し、これらを顧客ごとに合算し損益を相殺したうえで、これと同額を貸借対照

表上の支払差金勘定または受取差金勘定に計上しております。 

 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

「為替差損」の表示方法の変更 

「為替差損」の表示方法は、従来、営業損益計算書上、「営業外費用」の「その他」に含

めておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしておりま

す。なお、前事業年度の「為替差損」は 0 百万円であります。 

 

３．仮想通貨に関する注記 

（１）仮想通貨の貸借対照表計上額  
貸借対照表計上額 

保有する仮想通貨（預託者から預っている仮想通貨を除く） 3,778 百万円 

預託者から預っている仮想通貨 17,405 百万円 

合計 21,184 百万円 

 

（２）保有する仮想通貨の種類ごとの保有数量及び貸借対照表計上額 

活発な市場が存在する仮想通貨 

種類 保有数量（単位） 貸借対照表計上額 

ビットコイン 3,461.507 BTC 2,688 百万円 

イーサリアム 6,262.939 ETH 87 百万円 

ビットコインキャッシュ 4,639.372 BCH 101 百万円 

ライトコイン 13,876.934 LTC 61 百万円 

リップル 40,299,762.381 XRP 831 百万円 

ステラ 789,764.360 XLM 3 百万円 

ネム 1,199,738.550 XEM 4 百万円 

合計 － 3,778 百万円 

 

 

４．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額   

器具備品          0 百万円 

 

（２）関係会社に対する金銭債務 

 短期金銭債務      6,233 百万円 

 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高     

営業取引による取引高     2,538 百万円 

営業取引以外の取引による取引高       63 百万円 

 

  



 

6 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項 

普通株式         23,400 株 

 

（２）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はございません。 

 

（３）配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

2019 年３月 19 日 

株主総会 
普通株式 20 855.00 

2018 年 

12 月 31 日 

2019 年 

３月 20 日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2020 年３月 18 日 

株主総会 
普通株式 利益剰余金 563 24,070.00 

2019 年 

12 月 31 日 

2020 年 

３月 19 日 

 

（４）新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び

数に関する事項 

該当事項はございません。 

 

７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

減価償却超過額 47 百万円 

賞与引当金 17 百万円 

未払事業税 12 百万円 

その他 8 百万円 

繰延税金資産小計 85 百万円 

評価性引当額 △11 百万円 

繰延税金資産合計 73 百万円 

 

８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、仮想通貨の売買および店頭仮想通貨証拠金取引を提供しております。仮想通貨の売

買においては、顧客との間で当社が取引の相手方となって取引を行うため、顧客の売り注文に

対しては、当社は仮想通貨のポジション（持ち高）が発生することとなり、顧客の買い注文に

対する備えとして、仮想通貨のポジションを一定水準維持する必要があります。また、店頭仮

想通貨証拠金取引においても、仮想通貨の売買と同様に、顧客との間で当社が取引の相手方と

なって取引を行うため、取引の都度、当社は店頭仮想通貨証拠金取引に係るポジションが発生

します。これらの取引を提供するにあたって、仮想通貨のポジションを確保するため及びポジ

ションの価格変動リスクを低減するため、他の仮想通貨交換業者等との間でカバー取引を行っ

ていることから、十分な資金をカバー先仮想通貨交換業者等に預け入れております。 

 

②金融商品の内容及びそのリスク 

預金はすべて普通預金であり、預け先の信用リスクを有しておりますが、預入の銀行はいず

れも信用度の高い銀行であります。 

預け金は、仮想通貨を調達するために他の仮想通貨交換業者等に預け入れている資金であり、

信用リスクを有しております。 
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短期差入保証金は、主に仮想通貨証拠金取引によるカバー取引を行うために取引先に預け入

れている資金であり、信用リスクを有しております。 

未収入金は、主に収納代行会社に対する未収自動集金残高であり、収納代行会社に対する信

用リスクを有しておりますが、短期間で決済されるものであり、また、信用リスクが低い取引

先となっております。 

預り金は、店頭仮想通貨証拠金取引において、顧客が差し入れている証拠金を超える損失が

発生した場合に、顧客に対し超過損失分の金銭債権が生じることで、当該金銭債権について信

用リスクを有しております。 

短期借入金は、主に営業取引に係る運転資金であり、流動性リスクを有しております。 

店頭仮想通貨証拠金取引に係るポジションは、仮想通貨を原資産としていることから、市場

リスクを有しております。 

 

③金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

取引先毎について一定の社内基準により選別し、定期的に信用状況等の変化を確認するこ

と等により与信管理を行っております。また、店頭仮想通貨証拠金取引において顧客との間

で発生しうる信用リスクについては、自動ロスカット制度を採用することにより、当該リス

クの発生可能性を低減しております。 

 

ロ．資金調達にかかる流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動

性リスクを管理しております。 

 

ハ．市場リスク（市場価格の変動に係るリスク）の管理 

顧客との間で発生する店頭仮想通貨証拠金取引のポジションについては、他の顧客の反対

売買取引と相殺する店内マリーや、保有する原資産となる仮想通貨の数量を他の仮想通貨交

換業者等との売買によって調整することで、価格変動リスクを低減しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2019 年 12 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

①現金及び預金 12,556 12,556 － 

②預け金 3,140 3,140 － 

③短期差入保証金 1,855 1,855 － 

④未収入金 858 858 － 

資産計 18,410 18,410 － 

①預り金 8,754 8,754 － 

②短期借入金 10,043 10,043 － 

③未払金 1,092 1,092 － 

負債計 19,889 19,889 － 

デリバティブ取引（＊） 785 785 － 

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 
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資産 

①現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

 

②預け金 

当社の要求に応じて引出が可能であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

 

③短期差入保証金 

当社の要求に応じて引出が可能であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

 

④未収入金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

 

負債 

①預り金 

顧客から預託を受けている預り金は、顧客からの要求に応じて当社が支払義務を負うため、

決算日に要求された場合における支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

 

②短期借入金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

 

③未払金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、店頭仮想通貨証拠金取引及び外国為替証拠金取引であります。店頭仮想

通貨証拠金取引の時価は、原資産が活発な市場が存在する仮想通貨であることから、時価は事業

年度末の市場価格により算定しております。また外国為替証拠金取引の時価は、事業年度末の直

物為替相場により算定しております。 

店頭仮想通貨証拠金取引について、決算日における契約額、時価及び評価損益は、次のとおり

であります。 

なお、外国為替証拠金取引については、金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

区分 種類 
契約額等 

時価 評価損益 
 うち１年超 

店頭 

仮想通貨証拠金取引     

  売建 5,770 ― 784 784 

  買建 1,798 ― △8 △8 

合計 ― ― 776 776 
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９．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 

ＧＭＯフィナ

ンシャルホー

ルディングス

株式会社 

（被所有） 

直接 58.3 

役員の兼任 

役務の受入 

資金の借入 

資金の借入 

（注１） 

84,000 短期借入金 5,000 

支払利息（注

１） 
52 未払費用 0 

管理業務及び

システム関連

業務の委託

（注２） 

359 未払費用 30 

親会社 

ＧＭＯインタ

ーネット株式

会社 

（被所有） 

直接 28.2 

間接 37.0 

役務の受入 

資金の借入 

資金の借入 

（注１） 
17,000 短期借入金 1,000 

支払利息（注

１） 
10 未払費用 0 

（注１）親会社との間で極度貸付契約を締結しており、取引金額については、借入額と返済額の総額で

記載しております。利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しており

ます。 

（注２）親会社との間で業務委託契約を締結しており、当社の管理業務及びシステム開発・保守を委託

しております。取引条件については、人月工数等を用いて算出し決定しております。 

 

（２）兄弟会社等 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

同一の

親会社

をもつ

会社 

GMO Z.com 

Trade UK 

Lmited 

－ 役務の受入 
デリバティブ

取引（注） 
－ 

短期差入保

証金 
621 

受取差金勘

定 
0 

（注）デリバティブ取引にかかる取引条件は、当社と関連を有しない会社との取引と同様に、取引規模

を総合的に勘案し、交渉の上決定しております。また取引金額については、反復的な取引を行っ

ているため、取引金額を省略しております。 
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（３）役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 氏名 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員が

議決権

の過半

数を所

有して

いる会

社 

Fitech 

Source, Inc. 

（注１） 

（被所有） 

直接 6.4 
－ 

システム保守 

（注２） 
402 未払費用 32 

親会社

の役員 
熊谷 正寿 

（被所有） 

間接 22.8 

親会社の役

員 

貸仮想通貨サ

ービスの利用

（注３） 

828 
借入仮想通

貨 
256 

賃借料 

（注３） 
12 未払費用 4 

（注１）当社役員が自己の計算において議決権の過半数を所有しております。 

（注２）当社のシステム開発・保守を委託しております。取引金額については Fitech Source,Inc.より

提示された金額を基礎として交渉の上、決定しております。 

（注３）当社が提供する貸仮想通貨サービスの利用による仮想通貨の借入であり、当社の他の顧客と

同一の条件で取引を実施しております。当該サービスによる賃借料等の取引条件は、仮想通貨の

市場実勢等を勘案して決定しております。なお、貸仮想通貨サービスの取引金額については、借

入金額と償還金額の総額で記載しております。 

 
 
 

10．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額         117,446 円 26 銭 

（２）１株当たり当期純利益       19,343 円 47 銭 

 

 


